
 
 

実証実験の進め方について（案） 

 

1. 実験対象業務の選定 

市町村のいわゆる基幹業務及び情報業務（内部事務）のうちから選定する。実証実験

参加市町村の現状に基づき、実験効果の高いと思われる業務が望ましい。 

 

2. 対象業務に係る必要機能の確認 

対象業務ごとに根拠法及び既存システムの現状を踏まえ必要となる機能の洗い出しを

行う。 

 

3. 業務の事前検証 

必要機能ごとに取扱うデータの項目及び当該データ項目に係る処理機能について参加

市町村の現行業務運用と実験対象システム（クラウドサービスとして提供されるもの）

を比較し、事前検証を行う（詳細は別紙「事前検証調査票 業務」を参照）。 

 

 

  

 

 

 

 

4. ＩＴリスク管理の事前検証 

対象業務に係るデータベース及びアプリケーションサーバの所在の変更に伴うＩＴリスク

管理に係る参加市町村の現行のポリシーとサービス提供事業者のサービスを比較し、事前

検証を行う（詳細は別紙「事前検証調査票 ＩＴリスク管理」を参照）。 

 データセンタにおけるセキュリティ等 

 庁内 LAN に係るセキュリティ等 

 データセンタ・市役所内のおけるネットワークに係るセキュリティ等 
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5. フィールド実験による検証 

前述の項番１～４までの事前検証を踏まえ、実証実験参加市町村において実機での検

証を行う。 

 

 

※１．前述の項番３、４の事前検証のための調査票様式作成及び入力作業は、オンライン

上のクラウド環境で行う（原則としてオープン）。 

※２．仮想化技術による共同運用や、いわゆるマルチテナントによる総合運用（アプリケ

ーションまで共用、アプリケーションの処理ロジックで各市町村を区別するもの）

の検討を行うこと。 

※３．フィールド実験の実施に当たっては、複数のベンダによるパッケージソフトを組み

合わせた場合の「相性問題」の検証を行うこと。 
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事前検証イメージ 

 

業務名称 項番 データ項目 処理機能 
住民税 Ｂ－２ 区分 1 区分 2 区分 3 

当初課税（バッチ） 申告情報入力 住民番号ダブリ・論

理チェック 

①－1 具体的に異なる点（自治体記載） 

【回答欄】 

課税資料の名寄せにおいて、カナ氏名、生年月日等の突合とは別に、カナ氏名を静音化し

た状態での再突合を行い、候補者リストを出力する機能が無いので追加が必要である。 

静音化対象は、①静音濁音、②静音半濁音、③長音、④同音異字、⑤促音。 

 

 

 

①－2  ①－1 の機能が必要な理由（自治体記載） 

【回答欄】 

アンマッチ分に対する目視確認、手作業による突合結果の入力が必要となり、事務作業量

の増加につながる。 

 

 

 

 

② パッケージの内容として採用していない理由（ベンダ）記載 

【回答欄】 

パッケージ標準の突合機能は、カナ氏名、生年月日での完全一致の他に、前年度の突合情

報（年金受給者など）を引き継ぐことで突合精度を確保しており、効果が得られない。 

また、再突合も行っても結果を目視確認する作業は必要（余計なデータがマッチしてしま

う）であり、作業量の大幅な削減には繋がらない。 

 

 

パッケージにカスタマイズする場合の費用 4（百万円） 

①と②の比較 
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